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旅客 確定処
理日の記載がある

2022年度

2022年度

2020

2023

2023

2021

2023

1 運行分の

記載し

2022
2023

全て
全文

記載さ
れている

2022
2022

2021

2023年1月4日の「車検証の電子化」以降に車検証を更新した場合は、電子車検証に「有効期間の満了する
日」の記載がありませんので、2023年3月31日現在で有効であることを確認いただき、電子車検証の写しを
提出してください。

記載してください。

記載してください。

2022年度
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2020

2022

2023 2022 2023
2023

2023

2020

2023

2022

2022年度

2022
2023

2023

2022

2022年度

自己

2023

を提出してください。

記載

記載

対象

対象
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2021 2022

2022年度に

過去3年間（2020年4月1日～2023年3月31日）に1回以上、全
運転者の「運転記録証明書」を取り寄せていることを証する書類
（全員分の証明書、請求書等）

2022

2020 2023

半期程度の間隔で1年に2回以上

※4項目の記載欄が数値管理されていない場合（空白・記号等）は
「その他特記事項」に理由を記載してください。

4項目を管理している

即時に

の測定結果
を出力した

改善基準告示より厳しい社内基準に期間等の定めがある場合は、
それを遵守していることが分かる勤務実績一覧も併せて提出して
ください。

※2022年度中に65歳になった運転者の場合は、2022年度中に
受診していることが必要となります。

半期程度の間隔で2回以上実施した

全運転者

全運転者

（2021年4月1日～2023年3月31日）

月別・
（運転者数）

の年間

や特別指導に関する教育
運行管理者等が

書類
2022年度

対して

記録

月別の
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2022

2022

事件（事件の予告を含む）

輸送の

事件（事件の予告を含む）

がわかり、点検・整備項目が的に

全従業員に対し、1年に1回以上2年連続（2021年度・2022年度）
で、労基法・改善基準告示の教育を行ったことを証する教育記録

確認できる点検表

の

定期点検基準と同等のレベルの点検をするように取り組んでください。

　運輸支局等へ速報として報告する必要のある事故・事件（事件
の予告を含む）がそれぞれ確認できる業務フロー等の書類
　速報として連絡すべき運輸支局等の連絡先及び報告すべき事
項がわかる書類

　運輸局等からインターネットにて送信された情報を確認してい
ることがわかる資料（通知・通達文書等及びそれらを受信したメール

事件（事件の予告を含む）
事件（事件の予告を含む）

に関する書類

2021 2023

通知・通達文書等及びそれらを受信したメール本文都道府県

都道府県 都道府県

過去1年間（2022
年度）に

本文）


